
業績目標の達成状況

5．先進的な取り組みを行い、成果があった

4．達成水準を上回る成果があった

3．業績目標を達成した

2．取り組んだが、業績目標を達成しなかった

1．業績目標に取り組まなかった

達成状況
（自己評価）

2

関連の施策・基本事業No 1-1-①

共助の仕組みづくり
地域共生社会の実現に向けた取
り組みの推進

組織使命

◎部局目標１

▼

部局名

役　職

氏　名

健康福祉部

部長

谷口順一

・各住民自治協議会への説明会を実施する。
･ハザードマップ上からの個別支援計画が進め
れるよう関係部署による個別避難計画策定会議
を開く中で、支援の取り組み実践に繋げる。
・当事者への個人情報提供同意の再勧奨を行
い、介護支援専門員や相談支援専門員、民生委
員・児童委員等避難支援員への協力を得なが
ら、個別避難支援計画を作成する。

〈現在の状態〉
　障がいのある人や認知症高齢者など災害時に配
慮が必要な人の避難行動要支援者名簿登録が少
なく、個別避難計画も出来ていない。
↓
〈達成目標〉
・名簿対象者のうち個人情報提供同意者の割合：
60％以上（令和３年度末　５３．２％）

※目標が達成した状態
　住み慣れた地域で安心して住み続けることが出来
ている。

助け合いや支え合い
により、
住み慣れた地域で自
分らしく暮らす

組織使命達成に向けての目標 目標の達成水準 目標を達成するための手段

～私たちの組織使命と目標～
２０２３（令和５）年度 部局マニフェスト

【達成目標】名簿対象者のうち個人情
報提供同意者の割合：56.46％（令和６
年３月末現在）

・12月に当事者への個人情報提供同
意の再勧奨を行った。
・個別避難支援計画作成のため伊賀市
社会福祉協議会と協議を行った。

理由

0595-26-3940（内線2330）連絡先

3

関連の施策・基本事業No 1-1-②◎部局目標２

▼

〈現在の状態〉
　一つの世帯で生活困窮や虐待、高齢者や障がい
者への支援等世帯員の生活課題が複雑且つ複合
的な困難ケースが増加している。
↓
〈達成目標〉
・複雑なケースの解決割合（個別ケース会議を開催
した事例のうち課題解決した事例の割合）：80％以
上
令和４年度 72.7％）

※目標が達成した状態
　市民が住み慣れた地域で自分らしく暮らせる。

・関係部署の協議により両センターの機能を整
理した上で行政財産のあり方、管理、利活用手
法を検討する。
・複雑な問題を抱える事例は個別ケース会議を
開催し、関係支援者が一堂に会して検討する。
・支援者を対象に、困難ケース対応研修会を継
続的に実施し、スキルアップを図る。

助け合いや支え合い
により、
住み慣れた地域で自
分らしく暮らす

包括的な相談支援
地域共生社会の実現に向けた包
括的支援体制の整備

【達成目標】複雑なケースの解決割合
（個別ケース会議を開催した事例のうち
課題解決した事例の割合）：74.6％（３
月28日現在）
・支援者等を対象に多機関協働のため
の事例検討会を開催し、関係機関の連
携強化とスキルアップを図った。
　　事例検討会開催日：6/28、8/24、
10/25、12/26、2/26
・関係支援者が一堂に会して複雑な問
題を抱える事例を検討する相談事案調
整会議を開催し、個別ケースの課題解
決を図った。
　　相談事案調整会議開催数：11回
・高齢者及び障がい者虐待の通報を受
けた時は、速やかに事実確認を行い、
伊賀市高齢者及び障がい者虐待検討
委員会に諮ったうえで、虐待解消に向
けての支援を行った。
　　虐待検討委員会開催数：194回（３
月28日現在）



達成状況
（自己評価）

組織使命 組織使命達成に向けての目標 目標の達成水準 目標を達成するための手段 理由

2

2

◎部局目標４

▼

◎部局目標３

▼

〈現在の状態〉
　保健師が、生活保護受給者に対する健康診査受
診を促進し健診結果データをもとに保健指導に繋げ
ている。生活保護受給者の健康診査受診勧奨を継
続し、生活習慣病の早期発見・治療等保健指導に
繋げる必要がある。
↓
〈達成目標〉
・生活保護受給者の健康診査受診率：２０％

※目標が達成した状態
　生活保護受給者が健康で、仕事に復帰できている

・生活保護受給者への受診勧奨を行う。
・保健師による健康診査促進及び保健指導を継
続する。

〈現在の状態〉
　市内の2次救急病院の患者受け入れ率は98％で
昨年度の受け入れ率を維持
↓
〈達成目標〉
・市内２次救急病院の患者受け入れ率：９８％

※目標が達成した状態
　高い患者受け入れ率を維持することにより、市民
が安心して医療を受けている。

・2次救急医療を担う３基幹病院及び消防本部と
の意見交換会を年4回開催する中で、輪番制に
よる体制を維持をする。

助け合いや支え合い
により、
住み慣れた地域で自
分らしく暮らす

身近なところで安心し
て医療を受けることが
できる

関連の施策・基本事業No 1-1-③

社会とのつながりや参加の支援
被保護者の自立に向けた支援の
実施

関連の施策・基本事業No 1-2-①

救急医療
救急医療体制の維持・向上

【達成目標】生活保護受給者の健康診
査受診率：15.7％（65歳未満の稼働年
齢層の受診率22.0％）
世帯訪問時にケースワーカーが直接受
診券を手渡し受診勧奨を行う等、受診
率の向上に努め、昨年度より数字を伸
ばすことができた。
受診者については健診結果を基に保
健師による保健指導を実施し、将来的
な医療扶助の増額を抑えるための受診
勧奨に努めた。

令和５年１月から１２月までの受け入れ
率は、目標にわずかに届かなかった
が、引き続き二次救急医療を担う医療
機関との連携を図り、９７％と高い受け
入れ率を維持することができた。

4身近なところで安心し
て医療を受けることが
できる

救急医療
応急診療所の充実

◎部局目標５

▼

〈現在の状態〉
　昨年度、移転が完了した、更なる充実のため、継
続的な看護師の確保が必要
↓
〈達成目標〉
・看護師又は准看護師１名を増員し、充足した人員
体制を維持し運営する。

※目標が達成した状態
　診療所の安定的な運営により、市民の安心安全
につながっている。

・看護師又は准看護師１名等を確保する。
・民間活用を含めた運営形態等、今後の適切な
救急医療体制のあり方を検討する。

関連の施策・基本事業No 1-2-①

目標を上回る２名の看護師を確保し、
応急診療所の安定した運営を行なうこ
とができた。



達成状況
（自己評価）

組織使命 組織使命達成に向けての目標 目標の達成水準 目標を達成するための手段 理由

3身近なところで安心し
て医療を受けることが
できる

関連の施策・基本事業No 1-2-②③

在宅医療　地域医療
「地域医療戦略２０２５」の推進

◎部局目標６

▼

〈現在の状態〉
　地域医療戦略２０２５に掲げた５つのプロジェクト
のうち４つまで取組を進めている。
　医療や介護リスクが高まる７５歳以上人口の増加
に伴い、入院から在宅医療への移行が求められて
おり、安心して在宅医療を選択できる環境整備を進
める必要がある。
　地域包括ケアシステムの推進に向け、看護師等
医療人材の確保・育成が課題。
↓
〈達成目標〉
・保健、医療、福祉分野の検討部会（在宅医療）：４
回開催
・看護師等医療人材育成研修会：３回実施

※目標が達成した状態
　地域医療、在宅医療が円滑に実施できている。

・市内における在宅医療の環境整備に向けた調
査研究を行う。
・地域包括ケアシステムの推進に資するため、昨
年度から実施している岡波看護専門学校１年生
に対する講義「地域論」の継続、及び三重大学
医学部生の地域基盤型保健医療教育実習の実
施を継続することにより、看護師等医療人材の
確保・育成する。

連携検討会は目標どおり４回実施し、
連携ツールの改良やDXの検討などを
行い多職種連携を深めた。
伊賀地域に根差した人材育成研修は、
岡波看護専門学校生１回、三重大学医
学部生４回、実施し目標を達成した。

関連の施策・基本事業No 1-3-①

健康増進
市民の健康づくりの推進

◎部局目標７

▼

〈現在の状態〉
　健康寿命の延伸を目指して事業を継続しているが
コロナ禍において地域での出前講座や健康相談の
機会が減っている。コロナ禍での受診控えもあり、
がん検診の受診率が低く、受診結果で要精密検査
となった際の受診率も低い状況が続いている。
↓
〈達成目標〉
・健康教室(出前講座等）の実施回数100回　(R4年
度　79回）

※目標が達成した状態
　健康寿命が延伸し、市民の健康の保持増進が出
来ている。

・出前講座等の対面による健康教育の機会を増
やす。
・住民自治協議会に向け健康づくり情報を提供し
つつ、地域の自主性を高めるよう支援する。
・セグメント配信やLINE等SNSを活用して健康情
報の発信を行う。
・がん検診のWEB予約を開始し手軽に予約でき
る環境を整備する。

3生涯を通じ、健康に
暮らすことができる

・出前講座や住民自治協議会の健康
づくり事業の開催が増えている。出前
講座73回実施。
・がん検診のWEB予約を開始し手軽に
予約できる環境整備ができた。

生涯を通じ、健康に
暮らすことができる

〈現在の状態〉
　特定健診結果により、特定保健指導や糖尿病性
重症予防事業の対象者に対し、呼びかけをするが
参加が少ない。
　特定健診の結果、治療が必要な人で未受診者の
割合が高い。
↓
〈達成目標〉
・特定健診の結果で糖尿病未治療者の医療機関受
診率　50％
（令和4年度　45％）

※目標が達成した状態
　生活習慣病の重症化や合併症を予防し健康に暮
らすことが出来ている。

・特定健診受診勧奨
・特定健診受診時に特定保健指導の対象者へ
の面談を行い保健指導や教室への参加を促進
する。
・健診結果で医療機関受診が必要な人への受診
勧奨を実施する。
・DXを活用した保健師とのオンライン面談を実施
する。

3

◎部局目標８

▼

・特定健診受診案内のチラシの作成や
家庭訪問による受診勧奨を実施し受診
率向上にむけた取り組んだ。
・健診受診時の個別面談や健診結果
説明会において保健指導の機会を増
大した。
・受診が必要な人へ勧奨の文書を発送
した。
 ・糖尿病未治療者48人に受診勧奨の
文書を発送した。その後の医療機関受
診率は35.4％であった。

関連の施策・基本事業No 1-3-②

生活習慣病予防及び重症化予
防
生活習慣病予防及び重症化予
防の推進



達成状況
（自己評価）

組織使命 組織使命達成に向けての目標 目標の達成水準 目標を達成するための手段 理由

生涯を通じ、健康に
暮らすことができる

◎部局目標９

▼

〈現在の状態〉
　自分自身の健康目標を決めて取り組む健康マイ
レージ事業等各種保健事業の認知度がまだまだ低
く、より効果的な情報発信方法を開拓する必要があ
る。
↓
〈達成目標〉
・健康づくり事業協力機関数：280機関　（令和4年度
協力機関数：262機関）

※目標が達成した状態
　市民が自分の心身の健康に関心を持ち、健康づく
りに取り組めている。

・まちの講師を活用し、地域における自主的な健
康づくりを推進する。
・健康マイレージの周知（LINE公式アカウントを
有効活用）
・公民連携手法も含め、より効果的な発信手法
や事業連携内容を検討する。
・行政チャンネルやSNSを活用し、定期的に健康
増進情報を提供する。

3

・まちの講師を活用した地域での健康
づくり事業を実施した。87回
・健康マイレージ事業の参加者前期分
は延751人(昨年度延576人）。健康づく
り事業協力機関294機関へマイレージ
事業のパンフレットを送付し参加を促し
た。健康づくり事業協力機関264機関
・公民連携企業の協力や行政チャンネ
ル、SNSによる健康づくり情報の発信
等を実施した。

関連の施策・基本事業No 1-3-③

若い世代から健康づくり
働く世代からの健康づくりの推進

◎部局目標１０

▼

〈現在の状態〉
　高齢者が元気で自立した生活を送るために、フレ
イルのメカニズムをよく理解し予防に努めていただく
必要がある。運動、栄養、認知機能の維持、社会活
動の参加等、様々な観点から啓発に努め、フレイル
予防を意識した生活を送る高齢者を増やす必要が
ある。
↓
〈達成目標〉
・健康に課題のある高齢者の健診結果等改善率：７
０％

※目標が達成した状態
　健康で自立した高齢者が増加している。（要介護
認定率が減少している）

・口腔機能に課題を持つ人が多く、歯科検診受
診率も低いため、新規事業として口腔機能低下
予防事業を開始する。
・既存事業の効果が上がるよう、対象者要件を
見直す。

3高齢者が､生きがいを
感じながら安心して暮
らすことができる

◎部局目標１１

▼

〈現在の状態〉
　令和７年度までにチームオレンジ（認知症の人や
その家族のニーズに合った具体的な支援につなげ
る仕組み）を設置する必要があり、当事者の参加も
求められている。しかし、認知症であることを知られ
たくない当事者も多いのが現状である。地域全体の
認知症に対する偏見等を払拭するための周知啓発
が今後も必要である。
↓
〈達成目標〉
・認知症サポータ養成数：年間５００人（令和４年度
養成者数：３４６人）

※目標が達成した状態
　認知症高齢者が住み慣れた地域で安心して生活
できる仕組みが地域内で出来ている。

・チームオレンジの設置に向けた人材育成とし
て、認知症サポーター対象のステップアップ研修
を今年度1回実施し、必要な知識を習得する。
・チームオレンジの拠点となる認知症カフェ事業
の拡充を図る。
・市広報や市ホームページ等で認知症サポー
ター養成講座を周知するとともに、企業や学校に
も働きかけ認知症サポーター受講者の増加を図
る。

3高齢者が､生きがいを
感じながら安心して暮
らすことができる

関連の施策・基本事業No 1-4-②

認知症対策
認知症高齢者の見守り支援の実
施

ハイリスクアプローチ（低栄養、口腔、
高血圧、糖尿病、健康状態不明者）5項
目について、計画どおりに進捗し、目標
を達成した。今年度新規に取り組んだ
口腔については、参加者の評価も高
く、参加者の個別性に応じた適切な指
導ができ、その後の健診や医療の受診
につながった。
ポピュレーションアプローチについて
も、昨年度と比較し約2倍の参加者が
あり、サロンや自治協、市民センター等
への働きかけが成果を生んだ。

・チームオレンジ設置に向け、認知症カ
フェ等を運営している認知症サポー
ターを対象に、ステップアップ研修開催
に向けて準備を進めた。
・１０月から阿山で認知症カフェを新設
した。（１箇所増）。
・認知症サポーター養成数448人（開催
22回）で、前年度より増加。引き続き、
関係機関等への働きかけを行った。

関連の施策・基本事業No 1-4-①

保健事業と介護予防の一体的実
施
高齢者の保健事業と介護予防の
一体的実施



達成状況
（自己評価）

組織使命 組織使命達成に向けての目標 目標の達成水準 目標を達成するための手段 理由

〈現在の状態〉
　利用対象者は原則一人世帯若しくは同居者が障
がい等により緊急時の対応ができない世帯となって
いる。しかし、世帯全員が高齢で普段の生活は相互
協力で成り立っていても、誰か一人が倒れると安心
して生活できなくなるなど、独居でなくても外部の支
援が必要な世帯が増加している。
↓
〈達成目標〉
・緊急通報システム貸出数：190人
（令和4年度貸出数：184人）
・介護予防サロン事業実施数：１３グループ
（令和4年度サロン数：9グループ）

※目標が達成した状態
　住み慣れた地域で、可能な限り在宅で生活し続け
ることが出来ている。

・緊急通報システムについては使用機器や利用
回線等の充実を図りつつ、利用者を増やすよう、
包括協定事業者の協力を得ながら、対象者への
周知を強化する。
・各住民自治協議会に対し、計画的に介護予防
サロン事業説明会を実施する。

2高齢者が､生きがいを
感じながら安心して暮
らすことができる

◎部局目標１２

▼

関連の施策・基本事業No 1-4-③

地域自立生活支援
高齢になっても住み慣れた地域
で暮らし続けるための生活支援
の実施

・緊急通報システムの貸出数は200を
超える見込みで、現時点（令和６年３月
末現在）での申請者数は203人である。
（施設へ入所や引っ越し、死亡などで返
却される場合は貸出人数が減る。）
・介護予防サロン数については、９グ
ループと前年度から増えていない。各
住民自治協議会に説明会をするまで
に、サロンのあり方、補助金や運営自
体の見直しを現在行っている。また、社
会福祉協議会とも運営や委託について
調整を行っている。

〈現在の状態〉
　地域密着型サービス事業所について、前期計画
から整備計画に掲げ、開設事業者を募集している
が応募がない状況が続いている。
↓
〈達成目標〉
・第９期介護保険事業計画策定
・今年度整備する地域密着型サービス事業所数：
１ヶ所

※目標が達成した状態
　待機者がなく、必要なサービスが受けられる体制
が整っている。

・在宅介護実態調査や日常生活圏域ニーズ調査
を実施し、次期計画策定に向けたニーズ調査等
により、地域密着型サービスの整備計画を見直
す。
・第８期介護保険事業計画の施設整備計画に基
づき施設整備を進める。

3高齢者が､生きがいを
感じながら安心して暮
らすことができる

関連の施策・基本事業No 1-4-④

介護保険サービス
介護保険事業計画の施設整備
計画に基づく施設整備の推進

・第９期介護保険事業計画を令和６年３
月末に策定した。
・認知症対応型共同生活介護施設が
令和６年４月１日に開所予定である。

◎部局目標１３

▼

〈現在の状態〉
　昨年度、３社会福祉法人による相談事業所共同
体制が開始されたが、相談支援専門員の人材難や
業務の疲弊感が改善できる体制を目指す必要があ
る。
↓
〈達成目標〉
・協定に参加する法人数：１法人増

※目標が達成した状態
　障がい者やその家族が必要な助言、指導をサー
ビス利用の安定した調整が受けられている

・障がい者相談支援センター職員が特定相談事
業所共同体で実施される会議や研修会に出席し
事業所の連携強化に寄与する助言等を行う。
・自立支援協議会相談部会（年11回）において特
定相談支援事業所のスキルアップや情報共有を
図るとともに、共同体協定へ参加する事業所が
増加するよう支援する。

3

【達成目標】協定に参加する法人数：１
法人増
　令和５年９月29日に新たな社会福祉
法人が協定に参加し、相談事業所共同
体制に参加する法人が４法人となっ
た。

・毎月開催する自立支援協議会相談部
会において、事例検討会等を行うこと
により特定相談支援事業所のスキル
アップや情報共有を図ることが出来た。
・令和６年2月27日に基幹相談支援セン
ター主催の「相談支援体制強化」のた
めの研修会を開催し相談支援体制の
強化を図った。
・障がい者相談支援センター職員が特
定相談事業所共同体で実施される会
議や研修会に出席し助言を行うことで
事業所の連携強化に寄与した。

◎部局目標１４

障がい者が、自分ら
しく安心して暮らすこ
とができる

関連の施策・基本事業No 1-5-①

障がい者相談支援センター
特定相談事業所の体制整備

▼



達成状況
（自己評価）

組織使命 組織使命達成に向けての目標 目標の達成水準 目標を達成するための手段 理由

新たに２事業者の 拠点登録があり、相
談・緊急受入・体験利用等、体制の強
化に繋げた。
地域生活支援拠点機能の充実を図る
ため、 障がい者地域自立支援協議会
において、運用状況の検証・検討をして
いる。
令和６年３月現在
相談：５、緊急受入：１０、体験利用：７

◎部局目標１５

▼

〈現在の状態〉
　サービス提供事業所の整備が進んでいるが、緊
急時の受入れ等を行う地域生活支援拠点の充実が
必要である。
↓
〈達成目標〉
・緊急時の受入れ等を行う地域生活支援拠点事業
者：１事業者増

※目標が達成した状態
　障がい者が地域で安心して生活ができる。

・新規の障害福祉サービス事業所については、
地域生活支援拠点登録を促進し、体制強化につ
なげる。

4障がい者が、自分ら
しく安心して暮らすこ
とができる

関連の施策・基本事業No 1-5-②

障がい者支援
障がい者地域生活支援拠点整
備の推進

◎部局目標１６
〈現在の状態〉
　「障害に対する理解」を深めるため、関係団体等と
の連携、協力を得ながら啓発を継続する必要があ
る。
↓
〈達成目標〉
・市民対象研修により理解が深まった割合：８６％
　（令和４年度実績：85.5％）

※目標が達成した状態
　障がい者が、住み慣れた地域で安心して暮らすこ
とが出来ている。

・障がい者福祉等に関する情報提供と、理解を
深めるための研修会を市職員や定住自立圏域
の職員、民生委員児童委員等を対象に年２回開
催する。
・障害者週間に街頭啓発や障がいのある人が作
成した絵画等の展示等による啓発を行う。
・支援機関等の連携を強化する。

▼ 4

市民・職員・定住自立圏域を対象とす
る研修の実施、街頭啓発や作品展示、
就労系事業所マルシェ等により啓発・
周知を行った。
・市民の理解が深まった割合：92.7%

障がい者が、自分ら
しく安心して暮らすこ
とができる

関連の施策・基本事業No 1-5-③

障がい者福祉の啓発
障がい者福祉についての理解と
認識を深める

◎部局目標１７

〈現在の状態〉
　国の体制としてこども家庭庁が設置され、改正児
童福祉法により、妊娠届から妊産婦支援、児童虐
待やヤングケアラー等、子育てや子どもに関する多
様な家庭環境等への個別支援に対応すべく、こども
をだれ一人取り残さず健やかな成長を後押しする体
制整備が求められている。
↓
〈達成目標〉
・各専門職が集結し、個別に切れ目のない支援を行
う機関として「こども家庭センター」を設置する。

※目標が達成した状態
　こどもの権利が保障され、全ての妊産婦、子育て
世帯、こどもへの相談支援体制が整い、不安なく子
育てが出来ている。

・母子保健、発達支援及び子育て家庭への包括
的支援が有効的に機能するよう事業整理すると
ともに、伴走型支援体制の強化及び組織の見直
しを行う。
・各専門職の人材育成については、児童や家庭
へのソーシャルワークスキルを身に付け実践に
繋げるための研修受講及び認定資格取得に積
極的に取り組む。

▼ 3

・国が示す「こども家庭センター」機能に
こども発達支援機能を加えた体制構築
を目指し、関連課の事務分掌及び新た
な事務分掌を整理するとともに組織体
制を整え、令和6年4月開設に向け、専
門職による個別支援体制を整えた。
・相談支援体制の強化に向け、２人の
専門職員や担当者が児童福祉や児童
発達についての研修を受講し、専門知
識のスキルアップに努めた。

子どもを安心して産
み、育てることができ
る

関連の施策・基本事業No 1-6-①

子育て相談
こどもを取り巻く環境整備



達成状況
（自己評価）

組織使命 組織使命達成に向けての目標 目標の達成水準 目標を達成するための手段 理由

子どもを安心して産
み、育てることができ
る

◎部局目標１８

〈現在の状態〉
①子育て情報を入手しやすい環境を整える必要が
ある。
②伊賀市保育所（園）民営化計画に基づき、計画的
に進める必要がある。
③公立幼稚園は入所希望者減少、保育所は０～2
歳児入所希望者増加により入所調整が難しい状況
である。
↓
〈達成目標〉
・保育所待機児童数：0人
・公立幼稚園入所申込数：100人（令和4年度88人）

※目標が達成した状態
　子育て世帯に必要な情報が提供でき、仕事と子育
てが両立しやすい体制が整っている。

①広報いがへの掲載手法を工夫し、ＳＮＳ等多
様な方法の活用を検討するなど、子育て世帯が
求める情報発信に取り組む。
　
②第1期計画対象保育所について、保護者や地
域との協議を丁寧に進め、進捗状況により、事
業者選定委員会を設置し取り組む。

③認定こども園化を見据え、預かり保育時間延
長や、給食（なかよし弁当）回数を増やす等、保
育環境を充実する。

▼ 3

①令和５年度からのこども子育て支援
に関する新規事業や当市の特徴的な
取り組みを広報いがに定期連載し、市
民に周知出来た。子育て世帯への
PUSH型情報発信手法導入に向け取り
組み強化するとともに、市外の子育て
世帯へも充実した子育て施策をPRする
ための発信方法を検討した。
②大山田保育園は事業者が決定し令
和7年4月開始に向けた協議中、さくら
保育園は選定委員会設置に向けた準
備中、あやま保育所は保護者説明会を
終了し、計画通り進めることが出来た。
③10月から降園時間後の預かり保育を
開始するとともに給食回数を増やし、保
護者のニーズに応えることが出来た。

1-6-②

子育て支援
子育て支援サービスの充実

関連の施策・基本事業No

子どもを安心して産
み、育てることができ
る

◎部局目標１９

〈現在の状態〉
　昨年度、保険適用外の先進医療不妊治療費助成
事業を開始したが、、保険適用となった治療では3
割の自己負担が発生する。
↓
〈達成目標〉
・不妊治療助成申請者数　１５０人
　（令和３年度申請者数　１０４人

※目標が達成した状態
　妊娠、出産に繋がり出生数が増加する。

・医療費助成制度について、医療機関でのチラ
シの配布、広報誌、ホームページ等の活用等に
より広く助成制度を周知する。

▼ 3
不妊治療申請者数199人(３月27日現
在）
県内医療機関やホームページ等で助
成制度の周知を実施した。

関連の施策・基本事業No 1-6-③

少子化対策
不妊治療等助成事業の拡充


